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条例制定請求権  

住民訴訟 

監査請求権、解職請求権  

施策の要望 

と監視 

請願の提出  

住民訴訟 

解散・解職請求権  

 

施策の決定 

■総則  

条例の目的、用語の定義、最高規範性 等  

■国及び他の地方公共団体との関係  

■改正・見直しの手続き 

 

 

 

自治基本条例に規定する各主体のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市民の権利  

知る権利、市政参画権 等  

■市民の責務 （役割） 

まちづくりへの参加、発言と行動への責任 等  

■事業者の責任  

社会的責任、地域社会との調和 等  

■地域住民・コミュニティの役割 

自主・自立、行動責任 等  

 

施策の実行

と説明責任 

施策の要望 

と監視、参加

と負担 

■市長の責務  

公正かつ誠実な市政の執行、最小費用による最大効果 等  

■職員の責務  

法令遵守、自己研鑽 等  

■行財政運営  

総合計画、公正性・透明性の確保、説明責任、健全財政の確

保 等 

■住民組織の権限強化  

公共サービスの効果的・効率的提供、地域課題の把握と解決 等  

■議会の責務（役割）  

意思決定、執行機関の監視、開かれた議会運営 等  

■議員の責務（役割）  

市民意見の市政への反映、調査研究、開かれた議会運営へ

の寄与 等  

 

 

施策立案 

施策提言と監視 

 

【既存制度】 

◎パブリックコメント制度  ◎行政手続条例  

◎情報公開条例  ◎個人情報保護条例   

◎市民活動センター  ◎附属機関委員の公募制 

◎職員倫理規程  ◎行政評価 

【新規制度】  

◎住民投票制度  ◎政策提案制度 

◎市民参加条例  ◎外部監査 

◎政治倫理 

■基本理念  

市民自治の確立、市民主体のまちづくり 

地域の特性と独自性の尊重 等  

■基本原則  

市民参加、情報共有、協働 等  

議会・議員 行政（市長・職員） 

市民・事業者 
具体的制度の規定例 

議決権、議長等の選挙及び予算の修正  

検査権及び監査請求権、調査権  

議案提出権（予算を除く）、不信任決議  

 

議会の召集  

議案提出権、予算提案・執行権等  

再議権、特別再議権、議会解散権  

 

条例等の施行  

税等の賦課徴収権  

役務の提供を受ける権利及び負担分任の義務、選挙権 

条例の制定 

そのほかの規定 
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地域活動 

団体 

NPO 

企業 

 

信 託 

二元代表制 


